
 

 

居宅介護支援重要事項説明書 

＜令和 ６年 ４月 １日現在＞ 

 

１ 支援事業者（法人）の概要 

名 称 ・ 法 人 種 別 株式会社 創健 

代 表 者 名 渕上 光子 

所 在 地 ・ 連 絡 先 

（住所）熊本県宇土市栗崎町 801-2 

（電話）０９６４－４２－８０００ 

（FAX）０９６４－４２－８００１ 

 

２ 事業所の概要 

 (1) 事業所名称及び事業所番号 

事 業 所 名 居宅介護支援事業所 宇土・千の郷 

所在地・連絡先 

（住所） 熊本県宇土市栗崎町字上徳平 865-1 

 

 

（電話）０９６４－５３－９４５１ 

     

（FAX）０９６４－５３－９４５２ 

事 業 所 番 号 ４３７１１００６７０ 

管理者の氏名 濵田 元樹 

 

 (2) 事業所の職員体制 

従業者の職種 
人数 

（人） 

区分 常勤換算後

の人数（人） 
職 務 の 内 容 

常勤(人) 非常勤(人) 

管 理 者  １  １     兼務 

介護支援専門員  １  １    １ 兼務 

事 務 職 員 等          

 

 (3) 事業の実施地域 

事業の実施地域 宇土市、宇城市、熊本市（旧城南町、旧富合町のみ） 

   ※上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。 

 

 



 

 (4) 営業日 

営 業 日 営 業 時 間 

平 日 8：30～17：30 

祝  日 8：30～17：30 

 

営業しない日 土曜・日曜、12 月 30 日～1 月 3 日 

 

３ 提供する居宅介護支援サービスの内容・提供方法 

ア 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

  イ 要介護等認定の申請代行並びに要介護者への各種支援 

  ウ 給付管理業務 

  エ その他必要な事項  

 

４ 費用 

 (1) 利用料 

   要介護（要支援）認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自

己負担はありません。 

   介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、支援事業者に直接介護保険給付

が行われない場合があります。その場合、お客様は 1 ヶ月につき要介護度に応じて下

記の利用料をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書

と領収証を発行します。 

要介護１・２ 要介護３～５ 

１０８６単位 １４１１単位 

○加算料金 

初回加算 ３００単位 

ターミナルケアマネジメント加算 ４００単位／月 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２５０単位／月 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００単位／月 

特定事業所加算（Ⅰ） ５１９単位 

特定事業所加算（Ⅱ） ４２１単位 

特定事業所加算（Ⅲ） ３２３単位 

特定事業所加算（Ａ） １１４単位 

緊急時等居宅カンファレンス加算 1月に2回を限度に２００単位 

通院時情報連携加算 ５０単位 

特定事業所医療介護連携加算 １２５単位 
 



 

○利用料金及び居宅介護支援費[減算] 

特定事業所集中減算 

※正当な理由なく特定の事業所に 80％以上集中等 
１月につき 200 単位減算 

運営基準減算 

 ●適正な居宅介護支援が提供できていない場合 

●運営基準減算が２月以上継続している場合 

 

基本単位数の 50％に減算 

算定不可 

同一建物減算 

●居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内

若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者又

は居宅介護支援事業所における１月当たりの利用者

が同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地

内建物等を除く。）に居住する利用者に対して居宅介

護支援を行った場合 

所定単位数の 100 分の 95

に相当する単位数を算定 

高齢者虐待防止措置未実施減算 

 ※高齢者虐待防止のための基準を満たさない場合 

所定単位数の 100 分の１に

相当する単位数を減算 

業務継続計画未策定減算 

※業務継続計画を策定していない場合 

所定単位数の 100 分の１に

相当する単位数を減算 

 

 

 (3) 利用料等のお支払方法 

   毎月、５日までに前月分の請求をいたしますので、１０日までに下記口座に振り込

み送金してお支払いください。 

 

   肥後銀行 川尻支店 

    普通預金 （口座番号）１５７７７９９ 

    口座名義 株式会社 創健 

         カ） ソウケン 

         代表取締役 渕上 光子 

         ダイ） フチガミ ミツコ 

 

５ 事業所の特色等 

 (1) 事業の目的 

     本事業は、要介護者及び要支援者が保健医療サービス及び福祉サービスの適切 

    な利用等によって自立した生活を営めるよう、介護支援計画等を作成提供し、支 

    援することを目的とする。 



 

 (2) 運営方針 

     本事業は、利用者が要介護状態等となった場合においても、可能な限りその居 

    宅においても、その有する能力に応じ自立した生活を営むことが出来るように配 

    慮して行うものとする。 

     本事業は、利用者が要介護状態等となった場合、利用者の心身の状況、その置  

    かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な医療サービス及び福 

    祉サービスが、多用な事業者から、総合的且つ効率的に提供されるよう配慮して 

    行うものとする。 

     事業所は、居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、 

    常に利用者の立場に立って、利用者に提供される居宅サービス等が特定の種類又 

    は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行うも 

    のとする。又利用者様の求めに応じて、サービス提供記録を開示するものとする。 

     事業所は、本事業の運営にあたっては、市町村、老人介護支援センター、他の 

    居宅介護支援事業者、介護支援施設等との連携に努めるものとする。 

※介護支援員一人当たりの担当利用者数は 35 名とする。 

 (3) その他 １．採用時研修  採用後６ヶ月以内 

２．継続研修   最低年１回以上 

事 項 内 容 

アセスメント（評価）の方法

及び事後評価 

居宅サービス計画ガイドラインによりお客様の直面して

いる課題等を評価し、お客様に説明のうえケアプランを

作成します。 

また、サービス提供の目標の達成状況等を評価し、そ

の結果を書面（居宅サービス報告書）に記載してお客様

に説明のうえ交付します。 

従業員研修 
１．採用時研修  採用後６ヶ月以内 

２．継続研修   最低年１回以上 

 

 

６ サービス内容に関する苦情等相談の窓口及び事故発生時の連絡先 

当事業所お客様相談窓口 

●窓口責任者 濵田 元樹 

ご利用時間 8：30～17：30 

ご利用方法 電話（0964-53-9451） 

      面接（当施設２階相談室） 

      苦情箱（玄関に設置） 

 

●宇土市役所 健康福祉部 高齢者支援課 高齢者支援係 

電話番号 0964-22-1111 

 

●熊本県国民健康保険団体連合会 介護保険課 

電話番号 096-365-0329 

 



 

７ 主治の医師及び医療機関等との連絡 

 本事業は、利用者の主治の医師及び関係医療機関との間において、利用者の疾患に

関する情報について必要に応じ連絡をとらせていただきます。そのことで利用者の疾

患に対する対応を円滑に行うことを目的とする。この目的を果たすために、以下の対

応をお願いいたします。 

 (1) 利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に伝わるよ

う、入院時に持参する医療保険証またはお薬手帳等に、当事業所名及び担当の介護

支援専門員がわかるよう、名刺を張り付ける等の対応をお願いいたします。 

 (2) また、入院時には、ご本人またはご家族から、当事業所名及び担当介護支援専門

員の名称を伝えていただきますようお願いいたします。 

 

 

８ 他機関との各種会議等 

(1) 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情

報システムの安全管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレビ電話等を活

用しての実施を行うものとする。 

(2) 利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得

た上で、テレビ電話等を活用して実施を行うものとする。 

 

 

９ 秘密の保持 

(1) 本事業は、介護支援専門員及び事業者の使用する者は、サービス提供する上で知

り得た利用者及び家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らさないものと

する。この守秘義務は契約終了後も同様とする。 

(2) 本事業は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等にお

いて利用者の個人情報を用いないものとする。 

(3) 本事業は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議

等において、当該家族の個人情報を用いないものとする。 

 

 



 

10 利用者自身によるサービスの選択と同意 

(1) 利用者自身がサービスを選択することを基本に支援しサービスの内容、利用料等

の情報を適正に利用者または家族に対して提供するものとする。 

 ○指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予め利用者に対して、複数の指定居宅サ

ービス事業者等を紹介するように求める事が出来ること、利用者は居宅サービス

計画に位置付けた指定居宅サービス事業所等の選定理由の説明を求めることがで

きものとする。 

 ○特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求め

ることなく同一の事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提示することはい

たしません。 

 ○居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、指定居宅

サービス等の担当者からなる、サービス担当者会議の招集ややむをえない場合に

は照会等により、当該居宅サービス計画等の原案の内容について、専門的な見地

からの意見を求め、利用者及び当該サービス担当者との合意を図るものとする。 

(2) 末期のがんと診断された場合であって、日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現す

ると主治の医師等が判断した場合、利用者又はその家族の同意を得た上で、主治

の医師等の助言を得ながら、通常よりも頻回に居宅訪問（モニタリング）をさせ

ていただき、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、利用者への支援を

実施するものとする。その際に把握した利用者の心身の状態を記録し、主治の医

師やケアプランに位置付けた居宅サービス事業者へ提供することで、その時々の

状態に即したサービス内容の調整等を行うものとする。 

 

 

11 業務継続計画の策定 

 本事業は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援

事業の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るた

めの計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

 また、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 

 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも

のとする。 

 



 

12 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

 本事業は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講

じるよう努めるものとする。 

(1) 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね 6 月に 1 回

以上開催する。その結果を、介護支援専門員に周知徹底する。 

(2) 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

(3) 介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定

期的に実施を行うものとする。 

 

 

13 虐待の防止 

 本事業は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

るよう努めるものとする。 

(1) 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行う事ができるものとします）を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて、介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

(2) 事業所における虐待防止のための指針を整備する。 

(3) 介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施する。 

(4) 虐待防止の措置を講じるための担当者を置くものとする。 

 

 

14 担当の介護支援専門員 

 あなたを担当する介護支援専門員は 濵田 元樹 ですが、やむを得ない事由で変

更する場合は、事前に連絡を致します。 

 

 

15 お客様へのお願い 

利用支援事業者が交付するサービス利用票、サービス提供証明書等は、お客様の介

護に関する重要な書類なので、契約書・重要事項説明書等と一緒に大切に保管してく

ださい。 

 

 

 

 

 



 

 私は、本書面に基づいて居宅介護支援事業者の職員（     濵田 元樹    ）

から上記重要事項の説明を受けたことを確認します。 

 

令和  年  月  日 

 

    利用者          住所 

 

                 氏名                   印 

 

    代理人（選任した場合）  住所 

 

                 氏名                   印 


